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１　施策の目的
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※当初予算。骨格予算の年度は6月補正後
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Ａ：5年間で約2％の向上を目指して目標を設定。（3人に1人が満足と思えるように目標値を設定）
Ｂ：H24からＨ25の状況を見ると登録者数は横ばいであるが、約60人の要援護対象者の増加を見込み目標設定。
Ｃ：民生委員（176人）が活動しやすい環境を目指し、民生委員一人当たりの相談が10件/月となるように、10年後の目
標に設定し、段階的な増加を目標値に設定。

令和 元 第２次総合計画 施策マネジメントシート

年度の実績評価）（平成
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② 意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

地域全体で福祉を支える市民意識を醸成し、一人ひとりが助け合いの姿勢を持つこと
によって、安心して地域で暮らせる環境をつくる。
地域でのネットワークの機能強化と相談体制の充実により、市民が住みなれた地域で
安心して生活できる。
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Ａ：地域福祉に対する市民の安心感を示す。
　【市民アンケートの『地域の福祉サービスが安心して受けられると思いますか』において、
　　「思う」「まあまあ思う」と回答した人の割合】
Ｂ：地域の支えあいによる地域福祉の充実度を示す。
　【「災害時要援護者台帳」への登録者数】
Ｃ：相談支援体制の充実度を示す。
　【一年間に福祉総合相談課へ寄せられた民生委員（176人）からの※相談件数】
　※民生委員の相談・支援・訪問等の活動件数
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２　指標の推移、指標設定の根拠等

３　予算等の推移
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４　評価結果（施策の有効性評価）

① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（基本計画現況値からの推移）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

５　まとめ（課題の抽出と解決の方向性）

※左記の理由

指標Ａ「地域の福祉サービスを安心して受けられると回答した市民の割合」は目
標値を６．８ポイント上回った。指標Ｃ「民生委員の活動報告件数」も目標値を１,
８３８件上回った。指標Ｂ「災害時要援護登録者数」は目標値より３９４人下回っ
ている。本指標は「地域の支えあいによる地域福祉の充実度」を示すために設
定されたが、地域において登録者のとらえ方の差があり、本来であれば必要な
い人が登録されているケース等もあり、今後も民生委員児童委員の協力を得
て、精査する必要がある。

国は「地域共生社会｣の実現にむけ公的支援の「縦割り」から「丸ごと」への転換
を打ち出した。平成２７年度から生活困窮者自立支援法が施行されたが、本市
は平成２４年度から福祉総合相談課を設置し、生活保護に至る前の生活困窮
者の相談支援体制、庁内連携体制を構築してきた。本市の生活保護率は平成
２９年３月末で５．３‰であり、県平均８．４‰、県内市平均９．１‰よりも低率と
なっており、総合相談体制を進めてきた成果であると考えられる。

※左記の理由

指標Ａ「地域の福祉サービスを安心して受けられると回答した市民の割合」は
年々増加している。第３次地域福祉計画（２０１５～２０１９）に基づき、市民や関
係機関等とともに、地域での見守りや支えあい、福祉教育、コミュニティソーシャ
ルワーカーの配置等の取り組みを進めており、地域福祉の重要性が少しづつ
広がってきていると感じる。

※左記の理由

課題解決の方向性

重層的な課題を抱えた家族が増えている。 １．福祉総合相談体制の充実
①庁内連携の推進→総合相談定例会、自殺対策推進会議、庁
内セーフティネット連絡会議等

②コミュニティソーシャルワーカー配置事業の継続（社会福祉協
議会へ委託）→市民の身近な場での相談支援体制の構築

③民生児童委員･主任児童委員活動への支援・連携

施策の課題
（現状の問題点）


